
独習ゼミ 免除試験システム利用規約 
 
 

株式会社 SE プラス（以下「弊社」といいます）が提供する独習ゼミ 免除試験システム（以下

「本サービス」といいます）の利用規約は以下の通りです。 

 
第 1 条（利用） 

利用者は本規約を承認の上、弊社が指定した方法に基づき、本サービスの利用登録を行い、

弊社を経由し、本サービスのID 登録を行うことで、本サービスを利用することが可能です。 

 
第 2 条（パスワードの管理） 

利用者は利用者自らが指定したパスワードを使用するものとし、また、自己の責任において

パスワードの管理を行うものとします。利用者のパスワードが第三者によって不正使用され、

利用者に損害が生じた場合でも、弊社は責任を一切負わないものとします。また、利用者の

パスワードを第三者が不正に使用していることを利用者が知った場合、利用者は、直ちに弊

社に連絡するものとします。 

 
第 3 条（個人情報の取扱） 

弊社は、本サービスを提供するにあたり、弊社の「個人情報保護方針」に基づいて、個人情報

保護に関する日本の法令や規範を遵守します。 

 

第 4 条（個人情報の削除） 

本サービスにおける個人情報の削除は独習ゼミ利用規約に準ずるものとします。 

 

第 5 条（利用料） 

本サービスの利用料はかからないものとします。 

 
第 6 条（本サービスの変更、中断、終了） 

弊社は、本サービスの一部または全てについて、下記の場合に、利用者への事前の通知なく

して、変更または一時的もしくは長期の中断を行うことがあり、利用者は予めこれを承諾しま

す。また弊社は、同様に利用者に事前に通知することなく、本サービスの一部または全部の

提供を終了できるものとします。 

1. システムメンテナンス（定期・緊急時）を行う場合 

2. サービスのリニューアル等に伴う作業を行う場合 

3. 通信回線、サーバー、ハードウェア等が事故、故障により停止した場合 

4. 火災、停電、回線障害・天災などの不慮の事態により、本サービスの運営ができなくなっ
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た場合 

5. その他弊社が本サービスの変更、中断または終了を必要と判断した場合 

 
第 7 条（利用の拒否） 

弊社は、利用者が本規約に違反した場合、他の利用者や弊社に損害を与える行為を行った

場合、その他弊社が不適当と判断した行為を行った場合には、本サービスの利用を拒否する

ことができるものとします。 

 
第 8 条（情報の取り扱い） 

利用者は、本サービスを私的な目的以外に使用したり、弊社や第三者の商標権、著作権、そ

の他一切の権利を侵害したりしないものとします。なお、弊社が利用者の故意、過失如何に

かかわらず本条に定める権利を侵害したとみなした場合、弊社は利用者に対し損害賠償を求

める権利を有するものとします。 

 
第 9 条(禁止行為) 

利用者は、本サービスを利用するにあたり、弊社ならびにいかなる第三者に対しても以下の

禁止行為を行ってはなりません。あわせて弊社は、各種監督庁、警察、裁判所の命令等その

他の法的手続きに関して、必要があると判断した場合、関連する必要な情報を調査、保有、

開示する権利を予め有することを利用者は了承するものとします。 

⚫ 虚偽ならびに二重の情報の登録 

⚫ 本サービス内の著作物の複製・送信ならびに類似行為 

⚫ 偽名、匿名行為 

⚫ 日本国内における法令・法規に違反するすべての行為 

⚫ 公序良俗に反する行為 

⚫ 弊社又は第三者に対する名誉毀損、誹謗中傷行為 

⚫ 弊社又は第三者に対するプライバシー侵害行為 

⚫ 弊社又は第三者に対する著作権、肖像権、知的財産権等侵害行為 

⚫ 営業活動、営利を目的とした情報提供行為 

⚫ 弊社の業務を妨害するいかなる行為 

⚫ 本サービスの運営を妨害するいかなる行為 

⚫ 他の利用者を妨害する行為 

⚫ ID/パスワード不正行為 

⚫ 弊社ならびに本サービスへのクラッキング等不正アクセス行為 

⚫ ウィルス、ワーム等有害なコンピュータプログラムを送信、掲載する行為 

⚫ その他本規約に違反する行為 

 



第 10条（規約の変更） 

弊社は、利用者の承諾なく、本規約を変更できるものとし、利用者は予めこれを承諾するもの

とします。 

 

第 11条（免責） 

本サービスの利用により、利用者がいかなる損害を受けた場合にも当社は損害賠償等の責

任を一切負わないものとします。 

 

第 12 条（合意管轄裁判所） 

弊社と利用者との間で本規約又は本サービスの利用に関連する紛争が発生したときは、両

者で誠意をもって協議し、これを解決するものとしますが、訴訟の必要が生じた場合は、東京

地方裁判所を専属管轄裁判所とします。   

 

第 13 条（準拠法） 

本規約の解釈、適用については日本法に準拠するものとします。 
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